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研究要旨 

 本研究は、第 8期障害福祉計画における「精神障害にも対応した地域包括ケアシス

テムの構築」（以下、「にも包括」構築）分野の成果目標及び活動指標の見直しに資するこ

とを目的として、令和 5〜7年度の 3年間にわたり実施した。第 7期計画までの成果目

標・活動指標は精神科病院からの退院促進に偏り、指標値が都道府県単位でしか集計でき

ない等のため市区町村が取り組みの評価として活用しにくいという構造課題があった。 

 令和 5年度は、全市区町村アンケート（回答率 40.1%、n=700）およびインタビュー

調査により実態を把握し、「市町村にとって成果目標が縁遠い」「市区町村等で取り組む活

動が十分に指標化されていない」「計画策定過程における情報・助言の不足」という 3点

の課題を確認した。また、地域包括ケア領域の患者報告型アウトカム尺度 ASCOT SCT4日

本語版が精神障害当事者（n=397）において十分な信頼性・妥当性を有することを臨床研

究で示した。地域相関研究では、市区町村設置の保健所があることおよび「にも包括」協

議の場を年 6回以上開催していることが、市区町村職員の精神保健福祉相談困難感の低さ

に関連することを示した。また精神保健医療福祉分野のアウトカム評価の文献研究を行っ

た。 

 令和 6年度は、「にも包括」構築推進のためのロジックモデルを開発し、障害福祉計

画の役割や範囲を明確化した。活動主体を自治体（市町村）に設定し、最終アウトカムを

「精神障害の有無にかかわらず誰もが安心して自分らしく暮らせる」状態に置くロジック

モデルを構築した。自治体職員（10名、2グループ）および精神障害当事者（8名）への

インタビューで評価・修正を行い、現場実装可能性を確認した。また、協議会実態の地域

相関研究により、協議会設置市町村を「統合型」（21.8%）と「部分的連携型」（78.2%）に

類型化し、統合型は都道府県との連携や「にも包括」取り組み状況においても優れること

を示した。 

 令和 7年度は、過去 2年間の成果を基盤として自治体実装可能なツール群を開発し

た。(1) 昨年度のロジックモデルを改定し、入門編・アドバンス編からなる自治体職員向

けロジックモデル活用ガイドを作成した。(2) 広域アドバイザー19名へのヒアリング

（212コード、11カテゴリー）を経て、協議の場の運営プロセスを 6フェーズ（体制・基

本情報・地域診断・設計・運営・評価）で整理した「協議の場チェックリスト（市区町村

版）」を開発した。両ツールは中間アウトカムを整合させ一体的活用が可能な設計とし

た。(3) 国際標準のスティグマ体験評価尺度 DISCUS（Discrimination and Stigma Scale 

Ultra Short）日本語版を作成し、オンライン調査（n=353）によりスコア分布を確認する

とともに、より簡便な評価尺度を開発した。 

本研究の成果は、社会保障審議会障害者部会で第 8期障害福祉計画の活動指標候補とし

て「協議の場における目標設定及び活動状況の把握・評価」「心のサポーター養成研修実

施回数」などの指標の修正・追加の背景・根拠として行政政策に寄与した。ロジックモデ

ル活用ガイドと協議の場チェックリストは自治体が実践的に活用できる成果物として提供

され、今後の「にも包括」構築推進と指標の実質的機能強化に資するものと考えられる。 
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A. 研究の背景と目的 

「精神障害にも対応した地域包括ケアシステ

ム」（以下、「にも包括」）の構築は第 5期障

害福祉計画から障害福祉計画の目標として位

置づけられてきた。第 7期計画の「にも包

括」分野の成果目標は、退院後 1年の地域平

均生活日数、1年以上の長期入院患者数、入

院後 3・6・12か月での退院率という都道府

県の医療計画と共通の指標である。これらは

精神病床から地域への移行促進に向けた指標

としては一定の意義をもつが、以下の 2点に

おいて「にも包括」の全体像を評価する指標

としては不十分と考えられてきた。第一に、

「にも包括」の理念は「精神障害の有無にか

かわらず、誰もが安心して自分らしく暮らす

ことができるよう、医療、障害福祉・介護、

住まい、社会参加、地域の助け合い、普及啓

発が包括的に確保」されることであり、これ

は退院促進にとどまらない広範な目標である

が、退院促進に偏った成果目標・活動指標は

その全体像を捉えるには不十分であった。第

二に、成果目標の算出に用いるデータは都道

府県単位でしか集計できないため、計画策定

と評価の主体である市区町村が適時に取り組

みの成果として活用することが困難であっ

た。本研究班では、これらの課題を出発点と

して、3年間にわたり次の 2つの目的のもと

で研究を実施した。（1）「にも包括」構築の

ために自治体が障害福祉計画で取り組むべき

事項と成果を整理し、市区町村が収集可能な

データや実施可能な調査にもとづいた評価指

標案を提案すること。(2) 患者報告型アウト

カムを含む評価指標の実装準備性を高めるた

めの基礎的研究を行うこと。 

 

B.方法 

3年間にわたり以下の研究を実施した。  

１）自治体の実態把握（令和 5年度）：第 6

期計画の策定状況予備調査（20自治体）を

実施後、全市区町村を対象とした「にも包

括」分野の成果目標・活動指標の設定状況等

に関するアンケート調査を実施した（都道府

県の障害福祉主管課を通じた配布）。さら

に、3自治体の担当職員（人口 1〜3万・20

万・中核市）へのインタビュー調査を行っ

た。２）精神障害福祉サービスの評価に関す

る国内外の文献レビュー（令和 5年度）：

Pubmed、Google Scholar等を用いて、精神

障害福祉サービスのアウトカム評価の方法・

指標に関する文献を探索的に収集・整理し

た。３）ASCOT（Adult Social Care 

Outcomes Toolkit）SCT4日本語版の妥当

性・信頼性検証（令和 5年度）：全国 22施設

の精神科デイケア・外来・障害福祉事業所に

おいて地域サービスを利用する精神障害当事

者（n=397）を対象に、ASCOT SCT4日本語版

の確証的因子分析、基準関連妥当性・構成概

念妥当性、内的一貫性（Cronbachのα）、再

検査信頼性（ICC）を検証した。４）市区町

村の精神保健福祉相談困難感に関する地域相

関研究（令和 5年度）：2020年に実施された

市区町村全国調査と政府統計のデータを統合

し、1005市区町村を単位として、精神科病

床の有無、福祉事業所数（人口比）、保健

所・精神保健福祉センターとの連携度、市区

町村設置の保健所の有無、「にも包括」協議

の場の開催回数と相談困難感との関連を、人

口・高齢化率等で調整した順序ロジスティッ

ク回帰分析で検討した。５）精神保健医療福

祉システムの現状整理（令和 6年度）：「にも

包括」と関連の深い、精神保健福祉法、医療

法、障害者総合支援法、障害者基本法、第 8

次医療計画、第 7期障害福祉計画、第 9期介

護保険事業計画等について文献レビューを行

い、専門家の意見を反映して精神保健医療福

祉システムのモデル図を作成した。６）「に

も包括」構築推進ロジックモデルの開発（令

和 6年度）：インプット、アクティビティ、

アウトプット、アウトカムを標準的な形式で

配列するロジックモデルを作成した。活動主

体を市町村主管課に設定し、最終アウトカム

を住民の精神健康と主観的な生活の質とし
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た。自治体インタビューと当事者インタビュ

ーにより評価・修正を行った。７）ロジック

モデルに関する自治体職員フォーカスグルー

プインタビュー（令和 6年度）：全国精神保

健福祉相談員会の理事等から選定した自治体

専門職 10名（都道府県 3名・政令市 1名・

中核市 2名・保健所設置市 1名・一般市町村

3名）に 2グループで各 2回のフォーカスグ

ループインタビューを実施した。８）精神障

害当事者インタビュー（令和 6年度）：障害

者雇用枠で勤務する当事者 6名および相談支

援従事者の当事者 2名に対してロジックモデ

ルのアウトカム等に関する半構造化面接イン

タビューを実施した。  ９）協議会に関する

自治体の実態調査（令和 6年度）：複数の公

的オープンデータを統合して市区町村を単位

とした地域相関研究を実施した。協議会設置

市町村（n=820）では潜在クラス分析、未設

置市町村（n=630）では探索的因子分析を行

い、地域特性との関連を分析した。10）ロジ

ックモデル活用ガイドの作成（令和 7年

度）：昨年度のロジックモデルを「にも包

括」構成要素と照合して改定した。ロジック

モデルに不慣れな自治体職員でも段階的に習

得できるよう、「にも包括」解説・ロジック

モデル基礎解説・入門編・アドバンス編・事

例編からなるガイド冊子を作成した。協議の

場チェックリストとの中間アウトカムを整合

させた。11）協議の場チェックリストの開発

（令和 7年度）： 政策資料・先行研究から第

一案を作成後、精神障害にも対応した地域包

括ケアシステム構築支援事業の広域アドバイ

ザー19 名へのヒアリングを通じて実践知を

収集・分析した。厚生労働省担当課、自治体

職員研修会での意見収集を経て最終版を完成

させた。12）スティグマ体験評価尺度の開発

（令和 7年度）： INDIGOネットワークの手

順に準じて、Discrimination and Stigma 

Scale Ultra Short(DISCUS)日本語版を、翻

訳・逆翻訳・フォーカスグループを経て作成

した。また DISCUSのもととなった DISC-12

スケール（Discrimination and Stigma 

Scale）をもとに簡便かつより多くの場面に

関するスティグマ体験の頻度を可視化できる

ツールを開発した。両尺度のスコア分布確認

のため、精神保健福祉手帳を有する 18〜65

歳を対象にオンライン横断調査（n=353）を

実施した。 

 

C.結果 

１）自治体の実態把握：全市区町村アンケー

トは 700市区町村（回答率 40.1%）から回答

を得た。国から示された成果目標を設定して

いると回答した市区町村は 17.4%にとどま

り、31.4%は成果目標の記載もなかった。指

標設定で困ることとして「市町村では適時に

算出できない指標が含まれている」が 67.7%

で最も多く、次いで「退院率など精神病床か

らの移行指標は市区町村の活動と関連させづ

らい」が 60.1%であった。インタビュー調査

の結果も踏まえ、市区町村が抱える課題とし

て「成果目標が縁遠い」「市区町村等で取り

組む活動が十分に指標化されていない」「計

画策定過程における情報・助言の不足」の 3

点が確認された。２）精神障害福祉サービス

の評価に関する国内外の文献レビュー：欧

州・米国・OECD の指標において医療的・客

観的指標が多い一方、患者・サービス利用者

による主観的指標の重要性が国際的に高まっ

ていることが確認された。英国では ASCOF の

枠組みで社会的ケアを医療と分けて利用者主

観を評価する仕組みが構築されており、日本

においても第 6期障害福祉計画からサービス

の質向上の視点が初めて盛り込まれたことを

確認した。３）ASCOT SCT4 日本語版の妥当

性・信頼性検証：397名が参加し、1因子構

造の適合度指標は良好であった

（RMSEA=0.028、CFI=0.989）。ASCOT SCT4日

本語版は健康関連 QOL（ρ=0.619）、ウェル

ビーイング（ρ=0.657）と有意な正の相関、

抑うつ（ρ=−0.657）と有意な負の相関を示

した。クロンバックのα係数は 0.76、ICC
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は 0.71（95%CI: 0.57-0.81）と良好な信頼

性が確認された。精神障害当事者における主

観的 QOLを簡便に測定できる尺度として有用

であることが示された。４）市区町村の精神

保健福祉相談困難感に関する地域相関研究：

1005市区町村の分析から、市区町村設置の

保健所があること（OR 0.22, 95%CI 0.09-

0.52, p<0.001）および「にも包括」協議の

場を年 6回以上開催していること（OR 0.65, 

95%CI 0.44-0.96, p=0.032）が、市区町村職

員の精神保健福祉相談困難感の低さと有意に

関連していた。精神科病床の有無や福祉事業

所数の人口比との有意な関連は示されなかっ

た。５）精神保健医療福祉システムの現状整

理 ：「にも包括」を包含する最下層レイヤー

に「精神医療」「障害福祉（精神）」「介護」

の 3領域を配置し、中央に都道府県・市町村

を配置した精神保健医療福祉システムモデル

図を作成した。精神疾患では医療と福祉が切

り離せない複雑な制度構造を可視化し、「に

も包括」に対する障害福祉計画の守備範囲と

役割を明確化した。６）「にも包括」構築推

進ロジックモデルの開発：インプット・アク

ティビティ・アウトプット・アウトカムをツ

リー状に配列した標準形式を採用し、最終ア

ウトカムを当事者・一般市民の精神健康と主

観的生活の質に設定した。自治体職員インタ

ビューから現場に根ざしたアクティビティ・

初期アウトカム候補を多数収集した。当事者

インタビューではリカバリーとスティグマ解

消の重要性が指摘された。モデルは概ね高い

理解可能性と受容性が確認されたが、住民体

験を含む指標収集の負荷や自治体の個別性へ

の対応が実装上の課題として挙がった。７）

協議会に関する自治体の実態調査：協議会設

置市町村（820市町村）の潜在クラス分析か

ら、統合型（21.8%）と部分的連携型

（78.2%）の 2類型を同定した。両クラス間

で人口規模・財政力指数・保健師数に有意差

はなく、運営形態は社会経済的条件に依存し

ないことが示された。統合型では「にも包

括」の取り組み状況や都道府県からのバック

アップを受けている事項において部分的連携

型より有意にオッズが高かった。協議会未設

置市町村（630市町村）の探索的因子分析で

は、設置障壁として合意形成プロセス・実施

体制・医療資源の 3因子が抽出された。医療

資源因子の課題認識は人口 10万人以上の市

町村で有意に高く、人口 10万人あたり保健

師数が多い市町村では医療資源課題認識が有

意に低かった。 

８）ロジックモデル活用ガイドの作成  

「にも包括」構成要素とロジックモデルの対

応関係を確認し、「精神障害を有する方等の

家族」を最終アウトカムの対象として追加す

るとともに、用語表記の統一等の改定を行っ

たロジックモデル（改定版）を完成させた。

ガイド（「自治体職員が学ぶはじめての『に

も包括ロジックモデル』」）は「心のサポータ

ー養成事業」を具体例にロジックモデルを解

説し、入門編・アドバンス編・事例編で構成

した。協議の場チェックリストの地域診断編

と中間アウトカムを整合させ、一体的活用が

可能な設計とした。９）協議の場チェックリ

ストの開発：「対話でつくる！『にも包括』

の協議の場チェックリスト（市区町村

Ver）」を完成させた。広域アドバイザーへの

ヒアリングから抽出した 212コード・11カ

テゴリーの実践知を踏まえ、協議の場の運営

プロセスを(1)体制編(2)基本情報編(3)地域

診断編(4)設計編(5)運営編(6)評価編の 6フ

ェーズに整理した。各フェーズに確認項目と

対話のヒントを付し、コアチームの認識共有

と運営改善を促す設計とした。10）スティグ

マ体験評価尺度の開発 ：オンライン調査

（n=353）では DISCUS 総合スコアの平均は

0.84±0.87で、過去 12か月に「少し」以上

の差別を体験した割合が 21.3〜50.0%（項目

別）であった。「精神障害があると知ってい

る人たちから」（50.0%）、「仕事を続けると

き」（44.3%）、「身の安全や安心に関するこ

と」（43.9%）の割合が特に高かった。新評価
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尺度のスコア平均は 0.64±0.84 で、44.7%が

「少し」以上の体験を報告した。 

 

D.総合考察 

本研究は 3年間を通じて、「にも包括」構

築分野の障害福祉計画に関する実態把握・理

論的枠組みの整備・実装ツールの開発という

流れで実施した。研究 1年目の実態把握から

確認された 3課題（成果目標が縁遠い・活動

が指標化されていない・情報・助言の不足）

は、その後の全研究の方向性を規定する重要

な発見であった。特に「成果目標が縁遠い」

という問題は、指標の技術的な問題にとどま

らず、障害福祉計画が「にも包括」構築全体

においてどのような役割を担うべきかという

本質的な問いに接続するものであった。この

問いに応えるために研究 2年目にロジックモ

デルを開発し、各種の自治体の取組や第 7期

の成果目標・活動指標が「にも包括」構築の

論理的プロセスのなかで、どのような位置を

占めることかを可視化した。ロジックモデル

の開発に際して、アクティビティの主体を自

治体（市町村）に固定したことは、自治体の

果たすべき役割を可視化し、事業化されてい

る活動だけでなく潜在的に必要なアクティビ

ティを収集する視点を提供した。当事者イン

タビューおよび自治体職員インタビューの双

方から住民の体験を中心とする最終アウトカ

ムへの支持が得られたことは、「にも包括」

の理念と現場の価値観が一致していることを

あらためて示している。研究 3年目に開発し

たロジックモデル活用ガイドと協議の場チェ

ックリストは、これらの理論的成果を自治体

が実践的に活用できるツールとして具現化し

たものである。両ツールの中間アウトカムを

整合させることで、協議の場の地域診断にお

いてロジックモデルが自然に参照される設計

とした点は、ツールの一体的普及と相乗効果

を期待させるものである。社会保障審議会障

害者部会において「協議の場における目標設

定及び活動状況の把握・評価」が第 8期計画

の活動指標候補として検討されるに至った経

緯には、本研究班の成果が間接的に寄与して

いると考えられ、一定の行政的意義を果たす

ことはできたと考える。患者報告型アウトカ

ムの実装に向けた研究については、ASCOT 

SCT4日本語版の精神障害当事者への適用可

能性と、スティグマ体験評価尺度の開発とい

う具体的進捗が得られた。「心のサポーター

養成事業」が第 8期の成果目標・活動指標候

補として検討されたことを踏まえると、ステ

ィグマ体験の定期的な調査・評価を障害福祉

計画の評価サイクルに組み込んでいくことの

意義は今後さらに高まると考えられる。今後

は、開発した評価尺度が各自治体の住民調査

等で活用され、自治体間比較や経年変化の把

握が可能になることが期待される。 

本研究の主な限界としては、開発したツー

ル群の現場での有効性の実地検証が今後の課

題として残ること、患者報告アウトカムを障

害福祉計画の成果目標として正式に位置づけ

るための制度的・技術的な課題が残ることが

挙げられる。今後は本ツール群を一体的に普

及させながら自治体での実装経験を積み重

ね、第 9期計画に向けた指標設計の議論に継

続して貢献していくことが重要である。 
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